
指数対応単価アップの課題と対策 
 

  

 

≪指数対応単価に不満を持っている方へ≫ 

 

※組合と協力し合って、一緒に対応単価を 

見直しませんか？ 

 



【本日のご説明内容】 

 

 

一  指 数 対 応 単 価 ア ッ プ の ４ つ の 課 題  

 

 

二  指 数 対 応 単 価 ア ッ プ の ４ つ の 対 策  

 

 

三  指 数 対 応 単 価 ア ッ プ の 具 体 的 な 施 策  

 



一  指 数 対 応 単 価 ア ッ プ の ４ つ の 課 題  

 

 

Ⅰ．アジャスターと指数対応単価について交渉していない為、 

自社レバーレートを計算した場合、６,０００円以下となる。 

 

 

Ⅱ．デーラー/整備工場などの元請先の指数対応単価 ６,４２０円が 

全体の８割を占めているため、自社のレートは４,５００円程度 

の１時間当たりの工賃となる。従って自社レバーレートは、指数 

対応単価よりも安くなる。 



 

Ⅲ．日整協連方式で自社レバーレートを算出しなければならない。 

 

 

Ⅳ．コロナ禍における自社レバーレートは稼働率が低いため、本来の 

  売上額とは掛け離れている。 

 

 

 

 

それでは、Ⅰ．から順に説明します。 



 

Ⅰ．毎年、アジャスターと指数対応単価について交渉していない為、 

今、自社レバーレートを計算しても、６,０００円以下となる。 

 

 

従って、自社レバーレートを算出して、アジャスターと交渉する 

意味がない。のではないか？ 

 

 

そうであるならば、岐阜車協独自の自社レバーレートを検討できな

いか？  そして、損保に認めさせられないか？？ 
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ちなみに、 

自社レバーレートの算出は、日整連の算出結果と日車協連の算出結果

が異なっています。 

 

具体的に、実績工賃原価の算出式において「一般管理費配賦額（負担

額）」の求め方が異なり、その結果工賃直接原価が異なります。 

 

そのほか、日整備の適正な利益率として、目標利益率は５％です。 

一方、日車協連の適正な利益率の目標利益率は１０％でした。 

 

このように自社レバーレートの求め方は異なり結果も異なります。 



具体的には、 

※平成５年度の日車協連の要望する対応単価は、８,１２６円です。 

※一方、同年の損保が提案する標準対応単価は、６,０４０円です。 

 

このように対応単価の結果数値が異なっていますが、 

それを説明する前に、初めに、賃金（レート）の実態から説明します。 

 

【岐阜県の最低賃金の変化】 

 

平 成 ３ 年  平 成 １ ３ 年  平 成 ２ ３ 年  令 和 ３ 年  

５ ４ ７ 円  ６ ６ ８ 円  ７ ０ ７ 円  ８ ８ ０ 円  



こ の よ う に 最 低 賃 金 は ３ ０ 年 間 で １ ． 6倍 に 上 が り ま し た が 、 一 般 的

な 賃 金 と な る 中 間 賃 金 は １ ． 6倍 に 上 が っ て い ま せ ん 。  

 

こ の 期 間 、 政 府 は イ ン フ レ 政 策 を 行 い ま し た 。 そ の 結 果 、 他 の 先 進 国

に 比 べ る と 賃 金 は 上 が っ て い ま せ ん 。 そ の 他 、 バ ブ ル 経 済 の 崩 壊 （ １

９ ９ １ 年 ） 以 降 は 、 企 業 は 収 益 か ら 労 働 分 配 率 の 割 合 を ５ ％ 程 度 引 き

下 げ ま し た 。 つ ま り 、 収 益 が 上 が っ て も 給 料 を 押 さ え て き ま し た 。  

 

従 っ て 、 損 保 に 対 し て 、 最 低 賃 金 を 使 っ て 交 渉 し て も 役 に 立 ち ま せ ん 。  

 

し か し 、 物 価 は 上 が っ て い ま す 。 賃 金 も 上 げ な け れ ば な り ま せ ん 。  

続 い て 、 消 費 者 物 価 指 数 は 利 用 で き な い も の か ？  考 え ま し ょ う 。  



※損保が提示する【標準対応単価について】 

 

平成３年度の標準対応単価  ５,４１０円 

 

平成４年度の標準対応単価  ６,０００円 

 

平成５年度の標準対応単価  ６,０４０円  

 

 

ポイント１：損保の標準対応単価の計算式に関する課題について 

 



【損保の標準対応単価の計算式】を理解すること 
 

平 成 ４ 年 度 の 標 準 対 応 単 価 を 算 出 す る 場 合 、 平 成 元 年 度 の 数 値  

を 基 準 と し 、 ３ 年 間 の 消 費 者 物 価 指 数 に よ る 調 整 を 行 い ま す 。  

    ・ 平 成 ２ 年 度 消 費 者 物 価 指 数 （ 実 績 値 ）     3.3 ％  

・ 平 成 ３ 年 度 消 費 者 物 価 指 数 （ 実 績 見 込 値 ）   2.9 ％  

・ 平 成 ３ 年 度 消 費 者 物 価 指 数 （ 実 績 値 ）     2.8 ％  

・ 平 成 ４ 年 度 消 費 者 物 価 指 数 （ 見 込 値 ）     2.3 ％  

・ 平 成 ４ 年 度 消 費 者 物 価 指 数 （ 実 績 見 込 値 ）   1.8 ％  

・ 平 成 ５ 年 度 消 費 者 物 価 指 数 （ 見 込 値 ）     2.1 ％  

ポイント： 

※消費者物価指数は、見込値と実績値、実績見込値は異なります。 



[平 成 ４ 年 度 の 標 準 単 価 算 出 時 の 消 費 者 物 価 指 数 修 正 係 数 ] 

 ＝ １ ． ０ ３ ３  ×  １ ． ０ ２ ９  ×  １ ． ０ ２ ３ ＝ １ ． ０ ８ ７ ４  

 （ 平 成 ２ 年 度 ） （ 平 成 ３ 年 度 ） （ 平 成 ４ 年 度 ）  

（ 実 績 値 ）  （ 実 績 見 込 値 ）  （ 見 込 値 ）  

 

[平 成 ４ 年 度 の 標 準 対 応 単 価 は 、 令 和 元 年 度 の 数 値 か ら 計 算 ] 

  ＝ ５ ,５ １ ４ × １ ． ０ ８ ７ ４ ＝ ５ ,９ ９ ６ ≒ ６ ,０ ０ ０ 円  

 

 注 ） 平 成 元 年 度 の レ ー ト × ３ 年 間 の 消 費 者 物 価 指 数 修 正 係 数  

 

※ 但 し 、 ５ ,５ １ ４ 円 は 実 際 の 平 成 元 年 度 の 平 均 規 模 工 場 の 整 備 員  

一 人 当 り 月 平 均 損 益 計 算 書 に 基 づ い た 数 値 で す 。  



[平 成 ５ 年 度 の 標 準 対 応 単 価 ] 

平 成 ５ 年 度 の 標 準 対 応 単 価 を 算 出 す る 場 合 、 平 成 ２ 年 度 の 数 値  

を 基 準 と し 、 ３ 年 間 の 消 費 者 物 価 指 数 に よ る 調 整 を 行 い ま す 。  

 

 [平 成 ５ 年 度 の 標 準 単 価 算 出 時 の 消 費 者 物 価 指 数 修 正 係 数 ] 

 ＝ １ ． ０ ２ ８  ×  １ ． ０ １ ８  ×  １ ． ０ ２ １ ＝ １ ． ０ ６ ８ ５  

 （ 平 成 ３ 年 度 ） （ 平 成 ４ 年 度 ） （ 平 成 ５ 年 度 ）  

（ 実 績 値 ）  （ 実 績 見 込 値 ）  （ 見 込 値 ）  

 

従 っ て 、 令 和 5年 度 の 標 準 対 応 単 価 は 、  

 ＝ ５ ,６ ５ ６ × １ ． ０ ６ ８ ５ ＝ ６ ,０ ４ ３ ≒ ６ ,０ ４ ０ 円 で す 。  

 



こ の よ う に 損 保 は 「 標 準 対 応 単 価 を 算 出 」  

す る 場 合 、 ３ 年 前 の 実 績 か ら 算 出 し ま す 。  

 

一 方 、 平 成 ４ 年 度 の レ ー ト × 平 成 ５ 年 度 消 費 者 物 価 指 数 の 見 込 値 は 、  

６ ,０ ０ ０ × １ ． ０ ２ １ ＝ ６ ,１ ２ ６ ≒ ６ ,１ ３ ０ 円 に な り ま す 。  

 

そ の た め 、 実 際 に 使 わ れ る 「 指 数 対 応 単 価 」

は 、 後 日 発 表 さ れ る 「 標 準 対 応 単 価 」 よ り も

低 く な る 場 合 が 多 く な っ て い ま す 。  

 

※ 具 体 的 に 確 認 し ま し ょ う 。  



【 損 保 の 標 準 対 応 単 価 の 基 礎 と な る 数 値 】  

 

１９８９年（平成元年度）は、５,５１４円 

[平 成 ４ 年 度 の 標 準 対 応 単 価 は 、 令 和 元 年 度 の 数 値 か ら 計 算 ] 

 ＝ ５ ,５ １ ４ × １ ． ０ ８ ７ ４ ＝ ５ ,９ ９ ６ ≒ ６ ,０ ０ ０ 円  

   

１９９０年（平成２年度）は、５,６５６円  

[平 成 ５ 年 度 の 標 準 対 応 単 価 は 、 令 和 ２ 年 度 の 数 値 か ら 計 算 ] 

 ＝ ５ ,６ ５ ６ × １ ． ０ ６ ８ ５ ＝ ６ ,０ ４ ３ ≒ ６ ,０ ４ ０ 円 で す 。  

 

次 の 表 に あ る 平 成 ３ 年 度 は ５ ,４ １ ０ 円 、 実 際 は 平 成 元 年 に ５ ,５ １ ４

円 で し た 。 こ の よ う に ３ 年 間 の 消 費 者 物 価 指 数 修 正 係 数 の 数 値 は 、 実

体 経 済 と は 異 な り ま す 。 消 費 者 物 価 指 数 で の 交 渉 は 良 く は あ り ま せ ん 。  



例：【平成６年以降、毎年度、前年対比１％ＵP交渉した場合】 

 

平 成 ３ 年  平 成 ４ 年  平 成 ５ 年  平 成 ６ 年  

西暦 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年 

対応単価 5,410円 6,000円 6,040円 6,060円 6,120円 6,180円 
前 年 度

ア ッ プ 額  
180円 590円 40円 20円 60円 60円 

平 成 17 年  

～ 23 年  

2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 

6,750 円 6,820 円 6,890 円 6,960 円 7,030 円 7,100 円 7,170 円 

70円 70円 70円 70円 70円 70円 70円 
28 年 ～  

令 和 4 年  



2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 

7,520 円 7,600 円 7,680 円 7,760 円 7,840 円 7,920 円 8,000 円 

80円 80円 80円 80円 80円 80円 80円 

 

例：【実際に、消費者物価指数に伴って指数対応単価が変化した場合】 

  

（仮に毎年度、消費者物価指数分で交渉した場合） 

西暦 1993年 1994 年 1995 年 1996 年 1997 年 1998 年 

対応単価 6,040円 6,110 円 6,180 円 6,250 円 6,440 円 6,680 円 

アップ額 40円 70円 70円 70円 190円 240円 

物価指数 100.6％ 101.2 ％ 101.1 ％ 101.2 ％ 103.1 ％ 103.7 ％ 

 



西暦 1999年 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 

対応単価 6,910円 7,100 円 7,230 円 7,300 円 7,350 円 7,400 円 

アップ額 230円 190円 130円 70円 50円  50円 

物価指数 103.4％ 102.7 ％ 101.9 ％ 101.0 ％ 100.7 ％ 100.7 ％ 

西暦 2005年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 

対応単価 7,430円 7,480 円 7,530 円 7,690 円 7,740 円 7,740 円 

アップ額 30円  50円  50円 160円 50円  0円 

物価指数 100.4％ 100.7 ％ 100.7 ％ 102.1 ％ 100.7 ％ 100.0 ％ 
 

 

結論；消費者物価指数を利用することは、インフレ度の見込値を使用

することになり正確性に欠ける。よって、毎年度算出することが賢明 



Ⅱ．デーラー/整備工場などの元請先の指数対応単価 ６,４２０円 

が全体の８割を占めているため、自社の１時間当たりの工賃は、 

４,５００円となるため、自社レバーレートは、指数対応単価 

よりも安くなる。なぜ安くなるのか？？ 

 

   ちなみに参考例の自社レバーレートは４,７５０円でした。 

 

 

〖 レ バ ー レ ー ト と は ？ 〗   

 

『工場総経費÷総作業時間』で求められる時間当たりの工賃です。 



【総作業時間とは】  

 

月 間 の 平 均 稼 働 日 数 、 残 業 時 間 を 含 め た 1日 の 平 均 就 業 時 間 数 、 直 接

作 業 し て い る ス タ ッ フ の 数 、 重 要 な ポ イ ン ト は 稼 働 率 で あ る 。  

こ れ を 掛 け る 事 に よ っ て 実 際 の 作 業 時 間 を 確 定 す る 。  

こ の 比 率 は 、 そ れ ぞ れ の 工 場 体 制 、 入 庫 の 多 い 少 な い な ど に よ り 変 化

し ま す 。  実 作 業 時 間 の 計 算 式 は 次 の 通 り で あ る 。  

 

 

月 間 平 均 稼 働 日 数 × 1日 の 平 均 就 業 時 間 × 直 接 作 業 者 数 × 稼 働 率  

＝ 実 作 業 時 間  

 



【時間当たり単価とは】  

 

総 原 価 と 実 作 業 時 間 が 算 出 で き た の で 、 こ れ に よ り 時 間 当 た り 単 価 が  

計 算 で き ま す 。  

 

工場総原価 ÷ 実作業時間 ＝ 時間当たり原価 

 

一例として「岐車協鈑金工場」を次のように仮定します。 

・鈑金・塗装のみを行う工場です。 

・下請け比率１００％。人員４名とする。 

（但し、直需なし。また、部品利益は０円とします。） 



１ ． 取 引 先 比 率     デ ー ラ ー  ５ 割 、 モ ー タ ー ス な ど  ５ 割  

 

２ ． 下 請 レ ス 率   一 律  ３ ０ ％ レ ス  ( ６ , ４ ０ ０ 円 / ６ , ２ ０ ０ 円 )  

（ ６ , ４ ０ ０ × ５ ０ ％ ＋ ６ , ２ ０ ０ × ５ ０ ％ ） × ７ ０ ％ ＝４ ,４１０円 

平均指数対応単価は、４ ,４１０円   

デーラー  ４ ,４８０円/モータース  ４ ,３４０円 

 

３ ． 工 賃 売 上 （ 外 注 費 用 は 除 く ）  

 

年 間 工 賃 売 上   ２ , ０ ０ ０ 万 円   

( 内 訳 ： デ ー ラ ー １ , ０ １ ６ 万 円 、 モ ー タ ー ス ９ ８ ４ 万 円 )  



 ４ ． 人 件 費           １ , ０ ０ ０ 万 円 （ 労 働 分 配 率 は ５ ０ ％ と す る ）  

 

社 長 （ 現 場 ５ 割 ）    １ 名    給 与  ３ ５ ０ 万 円 （ 総 額 ）  

（ 時 給 １ , ６ ５ ０ 円 ）  

奥 様 （ 経 理 な ど ）    １ 名      給 与   ９ ０ 万 円 （ 総 額 ）  

（ 時 給 １ , １ ３ ０ 円 ）  

社 員 （ 鈑 金 現 場 ）   １ 名      給 与   ２ ６ ０ 万 円 （ 総 額 ）  

（ 時 給 １ , ２ ３ ０ 円 ）  

社 員 （ 塗 装 現 場 ）   １ 名    給 与   ３ ０ ０ 万 円 （ 総 額 ）  

（ 時 給 １ , ４ ２ ０ 円 ）  

それでは、この岐車協鈑金工場の稼働率を出しましょう。  



１）・２）の２通りの方法をご案内します。 

 

１ ） 計 算 式 ： 工 場 売 上 高 ÷  総 労 働 時 間     ＝  １ 時 間 当 た り の 売 上 高  

     ２ , ０ ０ ０ 万 円 ÷ ５ , ３ ０ ０ 時 間  ＝  ３ , ７ ７ ３ 円  

 

 １ 時 間 当 た り の 売 上 高   ÷  対 応 単 価  ＝  稼 働 率  

       平 均 指 数 対 応 単 価 は ６ , ３ ０ ０ 円 の ７ 掛 け で す 。 （ ４ , ４ １ ０ 円 ）  

３ , ７ ７ ３ 円     ÷   ４ , ４ １ ０ 円   ＝  ８ ５ .55 ％  

 

総 労 働 時 間 は    

２ ６ ５ 日 × ８ ｈ × ２ . ５ 人 ＝ ５ , ３ ０ ０ 時 間  と す る  



    

自社レバーレートは（指数対応単価同様稼働率６８％）とする。 

 

８５． 55 ％の時の自社レバーレートを６８％の稼働率に修正する。 

 

X  ＝ ３ ,７７３円  ×（８５ .55÷６８）≒  ４ ,７５０円   

 

結果：自社レバーレートは４ ,７５０円となります。 

    

よって、自社レバーレートは、指数対応単価よりも安くなります。 

 



つまり、下請けした工賃と直需の工賃を平均した数値から、自社レ

バーレートを算出すると数値は平均数値となり低くなります。 

 

当然、直需の自社レバーレートは、平均した自社レバーレートとは異

なります。 

 

従って、直需の自社レバーレートを算出ことが重要です。 

 

 

 

 



【 も う 一 つ の 稼 働 率 計 算 式 】  

 

２ ） 計 算 式 ： 対 応 単 価  ×  総 労 働 時 間  ＝  稼 働 率 １ ０ ０ ％ の 売 上 高  

 

４ ， ４ １ ０ 円  ×  ５ , ３ ０ ０ 時 間  ＝  ２ , ３ ３ ７ .3 万 円  

 

計 算 式 ： 工 場 売 上 高  ÷  稼 働 率 １ ０ ０ ％ の 売 上 高  ＝  稼 働 率  

 

     ２ , ０ ０ ０ 万 円  ÷  ２ , ３ ３ ７ .3 万 円   ＝  ８ ５ .55 ％  

 

 結果： １）及び ２）共に、稼働率は８５.55％となります。 



※続いて、各自で指数対応単価を交渉する理由を確認いたします。 

 

平成５年７月１９日付の局長通達により、レバーレートは自社独自で

原価要素を適切に計算し決めなければならない。 
 

平成６年１月２９日付、公正委員会からアジャスターに対し 

１．対応単価の個別決定を行うこと。 

２．指数方式及び指数使用を強制しないこと。 と通達された。 
 

さらに、平成６年１０月２４日に公正取引委員会より、社団法人日本

損害保険協会に対し、独占禁止法第８条第１項の規定に反するおそれ

があるとして警告を行った。 
 



具体的には、指数方式を用いる際の対応単価について、かねてより、

全国の標準となる対応単価及び都道府県ごとの対応単価を決定し、 

これを会員（損保会社）に実施させてきた疑いが認められた。 

 

 

※それでは、次の課題 Ⅲ についてご説明いたします。 

 

日整協連方式で自社レバーレートを算出しなければならない理由は、

損保が標準対応単価を算出する方式であり、認められているからです。 

また、公共性が高いサービス業ですので、適正な原価に、適正な利潤

を加えた料金でなければなりません。 



その２点について、詳しくご説明します。 

 ※まず、レバーレートと指数対応単価とアワーレートの違いです。 

 

１ レバーレートの算出について 
 

独 禁 法 か ら レ バ ー レ ー ト は 基 本 的 に 、 工 場 ご と に 原 価 計 算 す る  

（ 経 費 に 対 し て 直 接 作 業 時 間 （ 実 働 時 間 を 稼 働 率 か ら 算 出 す る ）  

さ ら に 、 利 益 率 を 加 え る も の で す 。  

 

２ 指数対応単価の算出について   
 

指 数 対 応 単 価 は 利 益 が 加 味 さ れ な い 。 ま た 、 消 費 者 物 価 指 数 修  

正 係 数 か ら 算 出 さ れ て い る 。  



３ アワーレートの算出について 

 

ア ワ ー レ ー ト は 、 工 場 費 の 一 部 が 加 味 さ れ な い  

（「 工 場 地 代 家 賃 」 「 工 場 減 価 償 却 費 」）  

 

【ご参考】 

日本自動車整備連盟（日整連） 
 

※ 整 備 の ア ワ ー レ ー ト は 、 前 年 の 決 算 書 を 元 に 工 場 の 全 て の 直 接 作 業

者 の 人 件 費 （ 給 与 、 賞 与 、 社 会 保 険 料 な ど も 含 む ） の 合 計 を 算 出 し

ま す 。 そ れ を す べ て の 直 接 作 業 者 の 労 働 時 間 の 合 計 で 割 っ て ア ワ ー

レ ー ト を 求 め ま す 。  



但 し 、 日 整 連 の 算 出 式 に は 、 工 場 費 の 内 「 工 場 地 代 家 賃 」 や 「 工 場  

減 価 償 却 費 」 建 物 は 含 ま れ て い ま せ ん 。  

 

※ 違 い は 、 レ バ ー レ ー ト は 工 場 や 会 社 を 経 営 維 持 す る た め の 経 費 を 元

に 計 算 さ れ た 「 工 場 地 代 家 賃 」 や 「 工 場 減 価 償 却 費 」 を 含 む レ ー ト

で す 。 そ の 他 、 利 益 も 加 味 さ れ た 値 が レ バ ー レ ー ト で す 。  

 

【 利 益 率 に つ い て 】  

7,000円 に 例 え ば ５ ％ の 利 益 率 を 加 え る と 7,350円 と な り ま す 。  

な お 、 利 益 率 を ど う 設 定 す る か 、 は 自 由 に 決 め ら れ ま す 。  

ま た 、 レ バ ー レ ー ト が 社 会 通 念 上 不 当 に 高 額 で な い 限 り 認 め ら れ る も

の で す 。  



続いて、公共性が高いサービス業とは？ 

日本の公共料金について 

 

・ 国 会 や 政 府 が 決 定 す る 社 会 保 険 診 療 報 酬 や 介 護 報 酬  

 

・ 政 府 が 認 可 す る 電 気 料 金 、 ガ ス 料 金 、 鉄 道 運 賃 、 郵 便 料 金 （ 雑 誌 な

ど の 定 期 刊 行 物 、 開 封 郵 便 物 の 料 金 ）  

 

電 気 ・ 都 市 ガ ス ・ 水 道  

電 気 料 金 （ 電 力 各 社 ）  

都 市 ガ ス 料 金 （ 都 市 ガ ス 各 社 ）  

水 道 料 金 （ 各 地 方 自 治 体 の 水 道 局 ）  

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E6%B0%97%E6%96%99%E9%87%91
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E3%81%AE%E9%9B%BB%E5%8A%9B%E4%BC%9A%E7%A4%BE
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%80%E8%88%AC%E3%82%AC%E3%82%B9%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E8%80%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B0%B4%E9%81%93%E5%B1%80


 

・ 政 府 に 届 け 出 る 電 気 通 信 料 金 （ 固 定 電 話 の 通 話 料 金 な ど ）、 国 内 航

空 運 賃 、 郵 便 料 金 （ 手 紙 ・ は が き 料 金 等 ）  

 

・ 地 方 自 治 体 が 決 定 す る 公 立 学 校 授 業 料 な ど が あ る 。  

公 営 ・ 都 市 再 生 機 構 ・ 公 社 家 賃  

公 営 家 賃 ・ 都 市 再 生 機 構 ・ 公 社 家 賃  

 

医 療 ・ 福 祉 関 連 サ ー ビ ス  

診 療 代 ・ 保 育 所 保 育 料 ・ 介 護 料  

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%AC%E5%96%B6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%83%BD%E5%B8%82%E5%86%8D%E7%94%9F%E6%A9%9F%E6%A7%8B
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%AC%E7%A4%BE
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AE%B6%E8%B3%83
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E7%99%82
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A6%8F%E7%A5%89
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BF%9D%E8%82%B2%E6%89%80
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BB%8B%E8%AD%B7


教 育 関 連 サ ー ビ ス  

公 立 高 校 授 業 料 ・ 国 立 大 学 授 業 料 ・ 公 立 幼 稚 園 保 育 料  

 

運 輸 ・ 通 信 関 連 サ ー ビ ス  

鉄 道 運 賃 ・ バ ス の 運 賃 ・ タ ク シ ー の 運 賃 ・ 航 空 運 賃 ・  

高 速 自 動 車 国 道 料 金 ・ 都 市 高 速 道 路 料 金 ・ は が き ・ 封 書 ・ 速 達 ・  

書 留 ・ 小 包 ・ 固 定 電 話 通 信 料 ・ 運 送 料  

家 事 関 連 サ ー ビ ス  

火 災 保 険 料 ・ 下 水 道 料 ・ し 尿 処 理 手 数 料 ・ 粗 大 ご み 処 理 手 料 ・   

自 動 車 免 許 手 数 料 ・ 自 動 車 保 険 料 (自 賠 責 )・自動車保険料・  

傷 害 保 険 料 ・ 印 鑑 証 明 手 数 料 ・ 戸 籍 抄 本 手 数 料  

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%95%99%E8%82%B2
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%AC%E7%AB%8B%E5%AD%A6%E6%A0%A1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%8E%88%E6%A5%AD%E6%96%99
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E7%AB%8B%E5%A4%A7%E5%AD%A6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%BC%E7%A8%9A%E5%9C%92
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%81%8B%E8%BC%B8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%80%9A%E4%BF%A1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%81%8B%E8%B3%83#%E9%89%84%E9%81%93%EF%BC%88%E6%97%85%E5%AE%A2%EF%BC%89
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%90%E3%82%B9_(%E4%BA%A4%E9%80%9A%E6%A9%9F%E9%96%A2)
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%81%8B%E8%B3%83
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E3%81%AE%E3%82%BF%E3%82%AF%E3%82%B7%E3%83%BC#%E9%81%8B%E8%B3%83
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%88%AA%E7%A9%BA%E9%81%8B%E8%B3%83
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%AB%98%E9%80%9F%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A%E5%9B%BD%E9%81%93
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%83%BD%E5%B8%82%E9%AB%98%E9%80%9F%E9%81%93%E8%B7%AF
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%81%AF%E3%81%8C%E3%81%8D
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B0%81%E6%9B%B8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%80%9F%E9%81%94
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9B%B8%E7%95%99
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B0%8F%E5%8C%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BA%E5%AE%9A%E9%9B%BB%E8%A9%B1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%81%8B%E9%80%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AE%B6%E4%BA%8B
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%81%AB%E7%81%BD%E4%BF%9D%E9%99%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%8B%E6%B0%B4%E9%81%93
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%81%97%E5%B0%BF%E5%87%A6%E7%90%86
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%89%8B%E6%95%B0%E6%96%99
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BB%83%E6%A3%84%E7%89%A9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A%E5%85%8D%E8%A8%B1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A%E4%BF%9D%E9%99%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E8%B3%A0%E8%B2%AC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%82%B7%E5%AE%B3%E4%BF%9D%E9%99%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8D%B0%E9%91%91%E8%A8%BC%E6%98%8E
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%88%B8%E7%B1%8D%E6%8A%84%E6%9C%AC


 

例えば： 

【タクシー料金について】 

 

○ 道 路 運 送 法 （ 昭 和 二 十 六 年 法 律 第 百 八 十 三 号 ） （ 抄 ）   

（ 一 般 乗 用 旅 客 自 動 車 運 送 事 業 の 運 賃 及 び 料 金 ）   

第 九 条 の 三  一 般 乗 用 旅 客 自 動 車 運 送 事 業 者 は 、 旅 客 の 運 賃 及 び 料 金

を 定 め 、  国 土 交 通 大 臣 の 認 可 を 受 け な け れ ば な ら な い 。 こ れ を 変 更

し よ う と す る と き も 同 様 と す る 。  

 

 



（ 運 賃 の 範 囲 の 指 定 ）  

 第 十 六 条  国 土 交 通 大 臣 は 、 第 三 条 第 一 項 又 は 第 三 条 の 二 第 一 項 の 規

定 に よ り  

２  前 項 の 規 定 に よ り 指 定 す る 運 賃 の 範 囲 は 、 次 に 掲 げ る 基 準 に 適 合

す る も の で な け れ ば な ら な い 。  

 

 能 率 的 な 経 営 を 行 う 標 準 的 な 一 般 乗 用 旅 客 自 動 車 運 送 事 業 者 が 行 う

一 般 乗 用 旅 客 自 動 車 運 送 事 業 に 係 る 適 正 な 原 価 に 、 適 正 な 利 潤 を 加 え

た 運 賃 を 標 準 と す る こ と 。   

 

 

 



【自動車保険料について】 

 

損 害 保 険 料 率 算 出 団 体 に 関 す る 法 律 と い う の が あ り 、 参 考 純 率 に つ い

て の 規 定 （ 損 害 保 険 料 率 算 出 団 体 に 関 す る 法 律 第 2条 第 1項 5号 参 照 ）  

参 考 純 率 と は 、 料 率 算 出 団 体 が 算 出 す る 純 保 険 料 率 で す 。       

会 員 保 険 会 社 は 、 自 社 の 保 険 料 率 を 算 出 す る 際 の 基 礎 と し て 、 参 考 純

率 を 使 用 す る こ と が で き ま す 。  

付 加 保 険 料 率 部 分 に つ い て は 、 保 険 会 社 が 独 自 に 算 出 し ま す 。  

な お 、 料 率 設 定 は 各 社 で 自 由 に 決 定 す る こ と が で き る 。  

javascript:void(0);
javascript:void(0);


 

それでは、自動車保険料について考えると、仮に、令和４年度の指数

対応単価が6,500円ではなく8,000円の場合、損保の自動車保険料は、

平均３％程度アップすることになります。 

 

従って、活動規模が大きくなると、公共料金に当たる自動車保険料に

影響を与えますので交渉が複雑となり困難になり得ます。 

 

つまり、活動規模を日車協連まで拡大すると、より交渉が難しくなる

と考えられます。 

よって、岐阜車協組合員の範囲にとどめる理由がここにあります。 



Ⅳ．コロナ禍における自社レバーレートは稼働率が低いため、本来の 

  売上額とは掛け離れている。尚、損保の基準稼働率は６８％です。 

            

 

実 質 工 賃 原 価を 

月間実働時間×平均稼働率  で割って算出します。 

 

仮に、平均稼働率５０％ が ６８％に変わると 

分母の数字がアップする。つまり、算出したレバーレートに 

７３．５％を掛けることになり、２６．５％ダウンする。 

 

 

 



 

※コロナ禍における稼働率の悪い場合、売上

がダウンしています。 

実質工賃原価はダウンしていますのでレバー

レートは低い対応単価となり不利になります。 

 

そ し て 、 さ ら に ２ ６ ． ５ ％ 程 度 数 値 は ダ ウ ン

し ま す 。  

 

 

 



それでは、まとめます。 
 

１  平成５年７月１９日付の局長通達により、レバーレートは自社独 

自で原価要素を適切に計算し決めなければならない。 

 

２  交渉していないため自社レバーレートは、上がっていない。 

 

３  自社レバーレートは、指数対応単価よりも安くなる。 

 

４  コロナ禍における自社レバーレートは稼働率が低いため、本来の 

  レバーレートとは掛け離れている。 



二  指 数 対 応 単 価 ア ッ プ の ４ つ の 対 策  

 

 

【活用できる４つの対策】 

 

Ⅰ．アジャスターと指数対応単価について交渉していない為、 

自社レバーレートを計算した場合、６,０００円以下となる。 

 

この課題は、直需のみで自社レバーレートを算出して、利益率１０％ 

を加算する。 

 

 



Ⅱ．デーラー/整備工場などの元請先の指数対応単価 ６,４２０円が 

全体の８割を占めているため、自社のレートは４,５００円程度 

の１時間当たりの工賃となる。従って自社レバーレートは、指数 

対応単価よりも安くなる。 

 

この課題は、下請分と直需分を売上比率で分けられます。 

例えば、 

直需率５０％で、平均自社レバーレートが５,２４０円の場合 

５,２４０＝｛Ｘ（直需分）＋４,４８０（下請分）｝÷２ 

Ｘ＝（５,２４０×２）－４,４８０ 

Ｘ＝６，０００円 

 



Ⅲ．日整協連方式で自社レバーレートを算出しなければならない。 

 

この課題は、日車協連方式の算出が損保に認められていないが、日整 

連のアワーレート算出式が認められている。 

そこで、基準値として日整連のアワーレート算出式を活用する。 

但し、アワーレート算出方式から除外されている「工場地代家賃」 

「工場減価償却費」などの工場費を追加する。（損保は認めている） 

 

そして、日整連の算出式で計算した自社レバーレートに対して、利益

率を加えて自社レバーレートとすることで説明できる。（裁判で認め

られている） 



Ⅳ．コロナ禍における自社レバーレートは稼働率が低いため、本来の 

  売上額とは掛け離れている。 

 

この課題は、消費者物価指数修正係数を活用することにより令和３年 

度の自社レバーレートの算出に当たり、平成３０年度の標準対応単価 

を基準とし、消費者物価指数修正係数を活用する。 

従って、今年度限定でコロナ禍の実績で算出しない説明ができる。 

 

  

 

 

 



三  指 数 対 応 単 価 ア ッ プ の 具 体 的 な 施 策  

 

【 目  標 】  
 

※1,500円以上の大幅な指数対応単価のアップを目指したい。 
 

但し、適正な技術料、労働条件の改善、一定水準の労働条件を確保、

適切な設備による安全な修理などを十分満たした工賃にしたい。 

 

また、産業廃棄物処理費に関して、レバーレートに含まれていること

により産廃処理費は別途請求しても支払いされないため、産業廃棄物

処理に係る経費一式は、レバーレートの算出式から除外する。 

 



そして、レバーレート交渉を損保ごとに毎年度行う必要があるので、

できる限り簡略化したい。簡略化するために、組合が組合員の自社レ

バーレートの認定ができるようにする。 

 

また、組合が自社レバーレートの認定を行うことにより、組合がレバ

ーレート交渉に関与することができます。 

 

 

 

※事業者ごとに原価を的確に把握してレバーレートを設定し、適正

な作業料金を算定すること。が国土交通省より伝達されている。 



ご提案１： 

 

平成５年以前に利用された損保の算出方法を活用する。 

そして、直需のレートを算出し適正な原価を算出する。 

そして、適正な利潤を加えた自社レバーレートとする。 

 

日 整 連 方 式  ＋  直 需 の レ ー ト  ＋  利 益 率   

 

＝  岐 阜 車 協 方 式 （ 但 し 、 利 益 率 計 上 分 ）  

 

但 し 、 ・ 日 整 連 方 式 に お い て 、 適 切 な 工 場 費 を 加 え る 。  

・ 日 整 連 方 式 に お い て 、 産 業 廃 棄 物 処 理 費 を 削 る 。  



ご提案２： 

 

１）年度の決算日による分類 

   ・個人事業者の決算日 （１月１日～１２月３１日） 

   ・法人事業者の決算日 （例：４月１日～３月３１日など） 
 

    以上、利益率を除いたレートをそれぞれ集計する。 

 

但し、数多くの組合員の協力がなければ標準レートを作れません。 

 

２）集計した「岐阜車協の標準レート（利益率未計上分）」を参考に 

し、各組合員は利益率を加えて「自社レバーレート」を算出する。 



以上、ご清聴ありがとうございました。 

 

最後に、お願いを申し上げます。 

本日、ご欠席の組合員様のご協力も必要ですので、この２つのご提案

を支部組合員様にご案内していただきたく思います。 

 

より多くの組合員様に「岐阜車協の標準レート」の作成にご協力いた

だければ幸いです。 

但し、 

ご提案１ または、ご提案２ この２つのご提案を実行するのは「転

嫁カルテル」同様、各自でご自由にご判断下さい。 


